


平成１８年１０月 

日本貿易振興機構（ジェトロ） 

 

 

「ジェトロ環境社会配慮ガイドライン」策定委員会設置について（案） 

 

１．設置目的 

「ジェトロ環境社会配慮ガイドライン」に関し、専門的な見地からジェトロに対し必要な

助言及び提言を行い、当該ガイドラインの策定に貢献することを目的とする。 

 

２．構成 

（１）委員会のメンバーは別添の通り。各メンバーは、
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日本貿易振興機構組織図 2005年4月1日現在
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○予 算（平成 18 年度） 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

収 入 

 

   運営費交付金収入 

 

   国庫補助金収入 

 

   受託収入 

     うち国からの受託収入 

     うちその他からの受託収入 

 

   業務収入 

 

   その他の収入 

 

計 

 

 

 

23,923

 

3,806

 

9,082

8,358

724

3,595

 

135

 

40,541



ジェトロの目標設定と外部評価の仕組みジェトロの目標設定と外部評価の仕組み

２.　第1期中期目標期間（03年～06年度）におけるこれまでの評価
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(iii)外国企業の対日投資大規模シンポジウムや世界投資会議参加者（ベルリン、ラ・ボール、

ニューヨーク、サンフランシスコ）からの評価 94.8％ 

（参加者 1,300 人に人で
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た農林水産物等輸出促進全国協議会（小泉総理ご出席のもと 17 年 4 月 27 日設立）と連

携して輸出促進を行っています。 

② 具体的には、ジェトロは、日本食品等海外市場開拓委員会（業界関係者や有識者 16 名

で構成、事務局：ジェトロ）が 17 年 4 月に取りまとめた「食品等の輸出についての今

後の輸出戦略に関する提言」に基づき、1)見本市 呏含た 会の 出、Q)𩸽務莩59

ジ事業に惹る 的族琵59ト等Ｋに惹ｃ、16 祢 の「日本食品で ゥS「に需「成 「今
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（５）機械・部品分野：個別企業のニーズにきめ細かく対応 

日本の「ものづくり」の根幹であり、優れた技術を持った中堅・中小企業が機械・部品をア
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４．日本企業とのビジネスに資する開発途上国等の産業育成支援 
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(ii) メコン展を中心としたメコン地域とのビジネス活性化支援 
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５．利用者の役立ち度は目標を達成  
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（２）貿易投資円滑化のための基盤的活動 

①海外経済情報の収集・調査・提供 

〔ポイント〕 
1. 経済連携協定（EPA）など我が国の通商政策への協力と提言活動を行いました 
2. 
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喚起に努めました。                               
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＜我が国メディアでのジェトロ調査引用事例＞ 
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（３）貿易実務オンライン講座の内容の充実 

パソコンを使って貿易実務の全体の流れを簡潔に理解するための有料講座(料金 31,500 円)

を「基礎編」と「応用編」に分けて実施しています。17 年度は貿易関連制度の改定に合わせ
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９．利用者の役立ち度は目標を達成  
 

役立ち度アンケートでは、以下のような評価を得、目標を達成しました。 
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② 意見交換を通じて、「環境問題、模倣品問題などの面で中国企業の社会的貢献(CSR)は不十

分であり、中国政府は日本企業の CSR の取り組みを参考にしたい意向がある」ことなどが
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（３）日系企業の海外における知的財産権の保護活動を支援 

▉き
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(iii)インド投資・ビジネスミッション（18 年 2 月、参加者 73 名） 

1)17 年 4 月小泉首相訪印時に首脳間で合意された経済関係拡大方針を受けて、二階
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＜具体的な提言活動例＞ 

(i)  インドネシア：裾野産業の競争力強化には、根幹となる金型産業の振興が不可欠と官

民合同フォーラム(17 年 7 月)にて提言。この提言に沿い、インドネシア金型工業会が
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２．図書館利用者サービスの向上  
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４．成果普及の充実と多様化  
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「日韓 FTA の現状と展望」（Bloomberg）等 25 件 

(ii) 官公庁の委員会等への参加 
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